
年 3 月

年度 ～ 年度

※複数の施工地区を有する事業にあっては、施工地区ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１）

（２）土地造成状況等

円

㎡

円/㎡

円

㎡

円/㎡

％

円元 利 金 債 発 行 状 況 発 行 額 累 計                                                                                   -

カ ㎡ 当 た り 売 却 予 定 単 価

（ エ / オ ）
15,231

キ 事 業 費 回 収 率

（ エ × 100/ ア ）
71.9

施 工 地 区 名 Ⅰ 西港区

土 地 造 成 状 況

（平成15年度までに造成）

*1

ア 総 事 業 費 27,808,226,074

イ 総 面 積 1,733,159

ウ ㎡ 当 た り 造 成 単 価

（ ア / イ ）
16,045

エ 売 却 予 定 代 金

*2

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託 該当する事項はありません。

 イ　指定管理者制度 該当する事項はありません。

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 該当する事項はありません。

20,000,152,340

オ 売 却 予 定 面 積 1,313,164

釧路市地域開発事業経営戦略

団 体 名 ： 釧路市

事 業 名 ： 地域開発事業

法適（全部適用・一部適用）

非 適 の 区 分
一部適用 事 業 開 始 年 月 日 1969(昭和44)年12月2日

施 工 地 区
Ⅰ西港区

Ⅱ 釧路町木場地区（水面貯木場）

職 員 数 1　人 事 業 の 種 類 臨海土地造成事業

策 定 日 （ 中 間 見 直 し ） ： 2026(令和8)

計 画 期 間 ： 2021(令和3) 2030(令和12)

事　業　形　態



円

㎡

円/㎡

（３）現在の経営状況

2022

(R4)
％

2023

(R5)
％

2024

(R6)
％

千円 千円 千円

うち西港区 - 千円 うち西港区 - 千円 うち西港区 - 千円

うち釧路町

木場地区
534,300 千円

うち釧路町

木場地区
501,500 千円

うち釧路町

木場地区
501,500 千円

千円 千円 千円

うち西港区 - 千円 うち西港区 - 千円 うち西港区 - 千円

うち釧路町

木場地区
534,300 千円

うち釧路町

木場地区
501,500 千円

うち釧路町

木場地区
501,500 千円

千円 千円 千円

うち西港区              - 千円 うち西港区              - 千円 うち西港区              - 千円

うち釧路町

木場地区
312,500 千円

うち釧路町

木場地区
356,500 千円

うち釧路町

木場地区
501,500 千円

2022

(R4)
千円

2023

(R5)
千円

2024

(R6)
千円

2022

(R4)
千円

2023

(R5)
千円

2024

(R6)
千円

2022

(R4)
千円

2023

(R5)
千円

2024

(R6)
千円

2022

(R4)
％

2023

(R5)
％

2024

(R6)
％

他 会 計 補 助 金 累 計 額

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
                     -                      -

15.0

                     -

売 却 予 定 地 計 画

年 度 経 過 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

501,500

売 却 用 土 地 の

時 価 評 価 （ 相 当 ） 額

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

2,159,076 2,159,076 2,127,260

企 業 債 償 還 の た め の

積 立 金 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

49,600 154,800 230,800

上 記 の う ち 、 ５ 年 以 内 に

償 還 期 限 が 到 来 す る も の

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

2022

(R4)

312,500
2023

(R5)

356,500
2024

(R6)

3.9 20.4

501,500

上 記 の う ち 満 期 一 括

償 還 企 業 債 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

2022

(R4)

534,300
2023

(R5)

501,500
2024

(R6)

501,500

企 業 債 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

2022

(R4)

534,300
2023

(R5)

501,500
2024

(R6)

施 工 地 区 名

Ⅱ 釧路町木場地区（水面貯木場）

　上記造成地の一部は、都市計画上、市街化調整区域となっており、本経営戦略中間見直し時点では市街化区域への編

入の見通しは立っていません。このことから、当面、土地売却は行わないこととし、当該地を港湾整備事業会計の固定資産とし

たため、売却計画はありません。

　以後、本経営戦略では、内訳等がある場合を除き、西港区の土地造成・売却について記載しています。

*1　造成が開始された地区であって処分が完了していない地区について記載すること。

*2　一部売却済の土地については、当該土地の売却価格とすること。

　　 売出土地については、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額とすること。

　　 未売出土地については、完成後の販売予定価格、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額又は近傍類似の土地の価格変動を勘案して帳簿価格を加減した額のいずれ

かの額とすること。

事 業 費 回 収 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
71.9 71.9 71.9

造 成 地 処 分 状 況

（ 令 和 6 年 度 ）

※ 直 近 年 度 分 を記 載

ア 売 却 代 金 30,510,000

イ 売 却 面 積 4,014.02

ウ ㎡ 当 た り 売 却 単 価

（ ア / イ ）
7,600



③未売出土地について

②セグメント分析

　地域開発事業では、土地の造成・売却事業を実施しているほか、未売却地については、貸付けを行うことにより有効活用しています。

　ここでは事業の収支を適切に把握するために、2024(令和6)年度の決算値を用いてセグメント分析を実施しました。

　セグメント分析では、収益的収入、収支及び資金増減を把握することとし、加えて道内主要港湾（室蘭港・苫小牧港・石狩湾新港・函館港・小樽港）の使

用料水準との比較を実施しました。

　なお、セグメント別の収支及び資金増減を把握するにあたっては、指標となるよう収益的収支・資本的収支ともに決算値より臨時的収支を控除した上で分析を

行いました。また、事業に直接関連する収支に加えて、間接費等を按分計算によって振り分けています。

収支状況

・ランニングコストは企業債利息が主なため収益性は高いものの、企業債償

還原資の確保が求められます。

・土地貸付料（使用料）は道内主要港湾と同程度の水準です。

収支改善施策の検討の方向性

・土地売却を進めることで、企業債償還原資を確保します。

・仮に土地売却が実現しない場合においても、貸付収入により企業債返済

原資を確保できる程度の使用料水準と稼働率を確保します。なお、簿価

ベースの指標である稼働率は将来の造成土地簿価が不確実であることか

ら、本経営戦略の目標としては、面積ベースの指標である利用率を使用し

ます。

　１－（２）オ．の売却予定面積の中には、港湾計画上、施設が完成しておらず、売却できない土地（未売出土地：西港第4埠頭西側 71,003㎡）が

含まれています。本経営戦略策定時点では、当該エリアの港湾施設完成の時期を見通すことが困難であることから、売却予定面積から未売出土地面積を控除

した値である「売却可能面積」をもとに売却計画を策定します。

　事業費回収率が100%を下回っている主な要因は以下のとおりです。

　ここでは、地域開発事業の現状を適切に把握するために、「投資」「財政」

の両面から以下のとおり評価指標を追加して分析を実施しました。分析に

当たっては、他団体（2023(令和5)年度地方公営企業年鑑に掲載され

ている法適用団体である千葉県、東京都、新潟県、石川県、福井県、和

歌山県、鳥取県、島根県、広島県、福岡県、横浜市、大阪市、神戸市、

室蘭市、根室市、名古屋港管理組合）の類似事業との比較を行うことと

し、同年鑑から入手可能な財務情報を利用しました。なお、明らかにデータ

の欠損等が疑われる数値、特殊要因から異常値が生じていると考えられる

数値については除外しています。

ア．投資

・「造成土地の売却率」や「売却回転率」は、他団体平均と比較して低位

ですが、「稼働率」や「総資産利益率（ROA）」は高いことから、保有資産

を効率的に利用した事業運営ができているといえます。

イ．財政

・「企業債残高対料金収入比率」及び「債務償還年数」ともに他団体平均

と比較して低い水準となっています。

・「経常収支比率」は他団体平均を大きく上回っており、高い収益性を維持

しています。

・総事業費には、道路・水道管等のインフラ整備費用やこれに必要な売却

目的ではない土地造成の費用が含まれていますが、これら施設等は造成完

了時に全て一般会計等に無償で所管替えしているため、売却予定代金に

は計上されていません。

・土地の売却単価は不動産鑑定評価額を基本とした価格が設定されます

が、周辺地域の地価下落の影響により評価額も販売開始当初と比較して

下落しており、売却による事業費の回収を十分に見込むことが困難な経営

環境となっています。

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】

①地域開発事業全体分析

※2級地・専用使用・20㎡あたり・1か月分で比較

128,015 125,739 125,739

0

50,000

100,000

150,000

200,000

土地売却・貸付（千円）

（

千

円

）

収支分析（土地売却・貸付）

収益的収入 収益的収支 資金の増減

分析指標 指標の説明 分析観点 算定式

事業費回収率
売却用土地時価評価相当額
の総事業費に対する割合を
示す指標です。

予定土地売却収益によってどの程度
総事業費が賄えるかを示すため、
100%以上が望ましいと考えられま
す。

売却率

完成した売却予定面積のう
ち、どの程度売却できている
か表す指標です。（面積ベー
ス）

100%に近いほど、完成した土地が売
却できていることを示しています。

稼働率

完成土地（簿価）から、効率
的に土地維持管理収益を得
られているかを表す指標で
す。

稼働率が高いほうが望ましく、数値
が高い場合は、資産に対し効率よく
維持管理収益を得られていることを
示しています。

造成土地の回転
率（4年平均）

令和2年から令和5年までの4
年間で、宅地造成が効率的
に売却できているかを表す指
標です。（簿価ベース）

回転率が高い場合は、投資に対して
土地の売却が効率的に進んでいるこ
とを示しています。

総資産利益率
（ROA）

総資産から効率的に経常利
益を生み出せているかを表す
指標です。

数値が高いほうが望ましく、数値が
高い場合は資本に対し効率良く利益
を上げていることを示しています。

企業債残高対料
金収入比率

営業収益に対する企業債残
高の割合を表す指標です。

経年比較や他団体と比較することに
よって、料金設定や企業債残高が適
切であるかを検討します。

債務償還年数
企業債残高を業務キャッ
シュ・フローによって何年で償
還できるかを表す指標です。

経年比較や他団体と比較することに
よって、料金設定や企業債残高が適
切であるかを検討します。

経常収支比率
経常収益によって経常費用
がどの程度賄えているかを表
す指標です。

単年度の収支が黒字であることを示
す100%以上であることが望ましいと
考えられます。

売却予定 金
総事業費

×100

売却 面積
売却予定面積

×100

土地維持管理収益
完成土地

×100

        土地売却 価
        宅地造成

×100

経常利益
総資産

×100

企業債残高
営業収益

×100

企業債残高

業務キャッシュ・フロー

経常収益
経常費用

×100

1,000 
1,196 

0

500

1,000

1,500

港湾敷地（円）

使用料の比較（土地貸付）

釧路港 室蘭港 苫小牧港

石狩湾新港 函館港 小樽港

平均

他団体

平均

売却率 80.4% 86.3%

稼働率 6.7% 2.6%

造成地の売却サイクル 造成土地の回転率（4年平均） 2.8% 3.2%

投資の効率性 総資産利益率（ROA） 2.8% 2.2%

企業債残高対料金収入比率 384.3% 1880.4%

債務償還年数 4.4 18.7

経常収支 経常収支比率 750.2% 201.2%

（令和5年度地方公営企業年鑑による分析）

【投資】 分析指標 釧路市

造成土地の売却・貸付収入

【財政】

企業債償還



（４）賃貸方式により造成地等を活用する場合における活用状況

 

西港区埠頭別土地利用の現況（2025(令和7)年3月末現在） 単位：㎡、％

貸付

④

未利用

⑤=③-④

第1埠頭 468,546 454,287 14,259 6,933 7,326 97.0 98.4 1.6

第2埠頭 304,108 293,303 10,805 2,679 8,126 96.4 97.3 2.7

第3埠頭 262,708 174,127 88,581 67,744 20,837 66.3 92.1 7.9

第4埠頭 206,799 137,682 69,117 27,696 41,421 66.6 80.0 20.0

合　計 1,242,161 1,059,399 182,762 105,052 77,710 85.3 93.7 6.3

※１－（２）オ　売却予定面積　1,313,164㎡から第4埠頭西側の未売出土地71,003㎡を控除した値を売却可能面積としています。

売却済

②

未売却

③=①-②

事務所用地、駐車場用地、取付道路用地

駐車場用地、コンテナ置場

浚渫土砂仮置場、港湾建設合同事務所用地

浚渫土砂仮置場

　2024(令和6)年度においては、未売却面積182,762㎡のうち105,052㎡（57.5%）を賃貸方式により貸付けることで活用を図り、これにより土地維持管

理収益を得ています。

　土地維持管理収益は、土地売却の進捗に伴い減少傾向にあるものの、概ね安定的に推移しており、地域開発事業の高い収益性を下支えしています。

　また、土地の利用率（売却可能面積に占める売却済面積と貸付面積の割合）は93.7%となっており、有効な土地利用が図られています。

　なお、貸付地については、経営戦略策定時点では売却の対象にならないものが含まれており、特に第3埠頭と第4埠頭の間に位置する土地（通称3.5埠頭）

については、公共的な観点から、西港区航路・泊地の浚渫に伴う土砂の仮置場としての利用を優先しています。

埠　頭
売却可能

①

売却率

②/①

利用率

(②+④)/

①

未利用

率

⑤/①

貸付地の主な使用目的

182 

135 

31 

124 
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土地売却収益 土地維持管理（貸付・占用）収益

土地売却収益・土地維持管理収益の推移

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度(予算)

(百万円)

土地利用の現況

売却率 85.3％

貸付率8.4％ 未利用率6.3％

利用率 93.7％

貸付地・未利用地等の現況

土地売却の進捗に伴い減少傾向案件により増減あり



２．将来の事業環境  

（１）周辺の社会経済情勢の状況

 

（２）

西港区埠頭別土地利用の見通し 単位：㎡、％

売却

想定④

貸付

想定⑤

未利用

想定⑥

第1埠頭 468,546 454,287 14,259 - 6,931 7,328 97.0 98.4 1.6

第2埠頭 304,108 293,303 10,805 10,805 - - 100.0 100.0 0.0

第3埠頭 262,708 174,127 88,581 16,347 67,136 5,098 72.5 98.1 1.9

第4埠頭 206,799 137,682 69,117 33,772 31,260 4,085 82.9 98.0 2.0

合　計 1,242,161 1,059,399 182,762 60,924 105,327 16,511 90.2 98.7 1.3

西港区土地造成・処分計画

2021

(R3)

2022

(R4)

2023

(R5)

2024

(R6)

2025

(R7)

2026

(R8)

2027

(R9)

2028

(R10)

2029

(R11)

2030

(R12)

-          5,062 0 4,014 0 12,185 12,185 12,185 12,185 12,185

-          8.6 0.0 7.6 0.0 8.1 8.1 8.1 8.1 8.1

-          43,534 0 30,510 0 98,591 98,591 98,591 98,591 98,591

191,838 186,776 186,776 182,762 182,762 170,578 158,393 146,208 134,024 121,839

※処分計画における各年度の売却面積と土地売却収入は目標とする売却想定面積を2022(令和4)年度～2030(令和12)年度の期間で平準化したものです。

※端数処理（四捨五入）の影響により、合計等が一致しない場合があります。

土地売却収入（千円） 567,000

当該年度末（予定）未売却面積（㎡）

処分計画

売却面積（㎡） 70,000

売却単価（千円/㎡）

未売却

③=①-②

施 工 地 区 名 Ⅰ 西港区

項　　　　目 合計

造成計画
該当する事項はありません。

造成面積（㎡）

　釧路港は2011(平成23)年5月に穀物の分野で国際バルク戦略港湾に選定され、西港区第2埠頭において大型船の入港に対応する釧路港国際物流ターミ

ナルの整備が進められ、2018(平成30)年11月に完成しました。その後、2019(平成31)年3月より同ターミナルにおいて、民間事業者が岸壁や荷役機械等の

港湾施設を一体的に運営する民間埠頭運営事業を開始しました。これに伴い、西港区においては新たな飼料工場の建設やサイロの増設など約136億円の民

間投資が誘発されています。また、同第4埠頭においては、土地売却の進展により、リサイクル品の保管倉庫や燃料保管倉庫、農産物取扱倉庫などの建設が進

んでいます。

　このように、現在、西港区においては民間投資が活発化しており、水面下では引き続き土地購入の打診もあることから、今後も土地売却が見込まれまれていま

す。

　一方、西港区では、航路・泊地を確保するための浚渫工事が行われており、今後もこれら浚渫土の仮置場として、造成地の貸付けを継続する必要があります。

　周辺地価の推移を見てみると、地価公示とともに公的土地評価の基準となる地価調査の基準地である「西港1丁目99番3」の調査価格は8,300円/㎡となっ

ており、ここ10年程度変動はありません。

土地造成・処分の見通し

　2024(令和6)年度において、売却可能面積1,242,161㎡のうち、未売却面積は182,762㎡（14.7%）となっています。このうち、立地・使用形態・水面

下での引合い等の要因を考慮して、本経営戦略策定時に今後売却が見込めると想定した土地70,000㎡のうち未売却である60,924㎡（未売却面積の

33.3％）について、計画期間中に売却が進捗することを目標に取組を行います。

　また、浚渫土の仮置場など計画期間中での売却を見込むことが困難な土地105,327㎡（未売却地の57.6％）については、引き続き貸付けにより有効活用

を図ることとします。

　これにより、計画最終年度である2030(令和12)年度の売却率を90.2％に、利用率を98.7％とすることを目指します。

　本経営戦略では、これらの土地売却・貸付けが実現することを想定し収支計画を策定します。

　なお、土地造成の予定はありません。

埠頭
売却可能

①

将来

売却率

(②＋④)/

①

将来

利用率

(②+④+

⑤)/①

将来

未利用

率

⑥/①

売却済

②
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「西港1丁目99番3」調査価格の推移（各年7月1日現在）

（円/㎡）

資料：北海道地価調査書

第1埠頭

調査地点

土地利用の見通し

売却率 90.2％

貸付率8.5％ 未利用率1.3％

利用率 98.7％



（３）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

　土地売却に伴う収入を収益に計上する一方で、売却土地の簿価分を土地売却原価として費用に計上しています。

　土地維持管理収益によって年間約120百万円の収入がある一方で、大きなランニングコストは発生しないため、毎年1億円以上の経常利益を確保していま

す。

　2021(令和3)年度に、漁業補償に伴う起債借入残高3,185百万円の繰上償還を行って以降、資金残高は順調に推移しており、今後についても健全な経

営状態を維持できる水準を確保できる見通しです。

　なお、収支計画策定に当たっては、将来10年間の長期収支シミュレーションを実施し、計画期間以後の収支及び資金残高にも問題がないことを確認していま

す。

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標 　新たな土地造成事業は行わず、既存造成地の売却及び貸付けによる利活用を推進します。

　土地造成は行わないことから、新たな投資的支出は予定していません。

①経営課題の要約

ア．投資

・造成土地の売却率や売却回転率は他団体と比較して低位であり、今後、周辺地価の下落により売却額が低減することで収益性が悪化するリスクがあります。

イ．財政

・2027(令和9)年度に満期一括償還を予定していた漁業補償に伴う企業債借入残高3,185百万円については、土地売却を進めるなど収益の確保に努めた

結果、償還期限前に償還原資を確保できたため、2021(令和3)年度に一括繰上げ償還を行いました。これにより、起債償還残高は大幅に減少するなど、当

初の想定よりも将来負担の軽減が図られています。

②経営の基本方針

　土地売却を進めるとともに、未売却地については貸付けにより有効活用し収益を確保するなど、財務的健全性を強化します。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

組織の見通し

　企業会計職員5人のうち、地域開発事業については1人が従事しており、今後も現行の人数を継続する予定です。

　2024(令和6)年度の職員給与費は約620万円であり、今後は、業務体制の整理及び業務ツールの改良により、業務の合理化・効率化を図り、職員給与費

の抑制を目指します。

　また、今後も円滑に土地売却・管理業務が行われるようノウハウの継承に取り組むとともに、一般会計の財産管理部門との連携強化を図ります。
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

ア．職員給与費

・人件費は2026(令和8)年度以降、年間約6～7百万円を見込んでいます。昨今の物価上昇により人件費も一定の上昇が見込まれますが、業務の合理化や

効率化、継続的な業務の見直しにより抑制を図ります。

イ．委託料等

・適正に土地売却を進めるために、必要に応じて測量・分筆等を実施した上で、不動産鑑定評価を行うための費用を見込んでいます。

ウ．支払利息

・既発債の償還利息のみを計上しています。

ウ．繰入金

・事業の独立採算の確保が見込まれ、一定水準の資金を確保する見通しであることから、一般会計等からの繰入金は財源として見込みません。

エ．企業債

・新規土地造成事業の予定はないことから、想定していません。

目 標
　未売却地の売却促進と貸付利用により収益を確保します。

　計画期間中に償還期限を迎える企業債の償還原資を適切に確保します。

ア．土地売却収益

・2（2）に記載の通り、計画期間における売却想定面積を70,000㎡と見込みました。

・売却収入については、地価調査をもとに算定した評価額で見込んでいますが、実際の売却時には従前の取引事例と同様に、不動産鑑定評価に基づく単価を

基本として算定を行います。

・民間事業者に対して土地の利用可能性に関する周知・情報提供を図るとともに、引き合いがある場合には積極的な交渉により売却を促進します。

イ．土地維持管理収益

・経営戦略の中間見直し時点において貸付料の改定を予定していないことから、現行の使用料体系（1㎡あたり月額50円）を前提に、今後も貸付けが継続さ

れると見込まれる分を計上します。

②　収支計画のうち財源についての説明



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

職 員 給 与 費 　業務の合理化や効率化により、職員給与費の抑制を図ります。

そ の 他 の 取 組

　港湾整備事業会計では、地域開発事業（土地造成及び売却、土地維持管理）と港湾整備事業（港湾施設の管理運

営）を一体的に運営していることから、別途策定する「港湾整備事業経営戦略」と連携した取組を進め、会計全体として健全

な事業運営を行います。

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る

収 入 増 加 の 取 組
　未売却地については、引き続き売却促進と貸付けにより有効活用を図ります。

そ の 他 の 取 組

　港湾整備事業会計では、地域開発事業（土地造成及び売却、土地維持管理）と港湾整備事業（港湾施設の管理運

営）を一体的に運営していることから、別途策定する「港湾整備事業経営戦略」と連携した取組を進め、会計全体として健全

な事業運営を行います。

委 託 料 　未反映の取組や今後検討予定の取組として特記すべき事項はありません。

売 却 単 価 の 設 定 　未反映の取組や今後検討予定の取組として特記すべき事項はありません。

企 業 債 　未反映の取組や今後検討予定の取組として特記すべき事項はありません。

繰 入 金 　安定した収益と資金の確保が見込まれており、繰入金は想定していません。

民 間 活 用 　未反映の取組や今後検討予定の取組として特記すべき事項はありません。

そ の 他 の 取 組

　港湾整備事業会計では、地域開発事業（土地造成及び売却、土地維持管理）と港湾整備事業（港湾施設の管理運

営）を一体的に運営していることから、別途策定する「港湾整備事業経営戦略」と連携した取組を進め、会計全体として健全

な事業運営を行います。

土 地 売 却 の 促 進
　土地の売却は不確定要因よる影響が大きいものの、継続的に売却を進めていくため、引き続き庁内の関係部署と連携した情

報発信・共有に取り組むほか、北海道とも情報交換を行いながら売却の促進に取り組んでいきます。

既 存 の 造 成 計 画

の 見 直 し
　未反映の取組や今後検討予定の取組として特記すべき事項はありません。

新 規 造 成 計 画 　未反映の取組や今後検討予定の取組として特記すべき事項はありません。

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。

　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケ

ジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。



５．公営企業として実施する必要性

* 内陸工業用地等造成事業及び住宅用地造成事業について記載すること。

【参考】「観光施設事業及び宅地造成事業における財政負担リスクの限定について（通知）」（平成23年12月28日付け総務副大臣通知）　抜粋

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

　港湾整備事業会計全体においても、収支の均衡が図られており、資金不足も発生しない見込みです。

公営企業として実施する

必 要 性
　内陸工業用地等造成事業及び住宅用地造成事業ではないため、該当すべき事項はありません。

１　観光施設事業及び宅地造成事業（内陸工業用地等造成事業及び住宅用地造成事業に限る。以下同じ。）を新たに行う場合には、次の点に御留意いただきたい。

　(1)　地方公共団体が公営企業により実施するのではなく、第三セクター等、法人格を別にして事業を実施すること。

　(2)　事業を実施する法人においては、事業自体の収益性に着目したプロジェクト・ファイナンスの考え方による資金調達を基本とすること。

　(3)　法人の債務に対して地方公共団体による損失補償は行わないこと。

　(4)　法人の事業に関して、地方公共団体による公的支援（出資・貸付け・補助）を行う必要がある場合には、公共性、公益性を勘案した上で必要最小限の範囲にとどめること。

２　既存の観光施設事業及び宅地造成事業についても、地方公共団体の財政負担のリスクを限定する観点から、１の手法の導入について御検討いただきたい。

経営戦略の事後検証、

改 定 等 に 関 す る 事 項

　PDCAサイクルを適切に運用することを通じて、経営戦略の事後検証を行い、実効性を担保します。

経営戦略の定期的な事後検証として、各年度の決算確定後には決算値と計画値の比較・検証を行い、必要な改善措置を

実施します。

　また、事後検証を通じて計画との乖離や社会環境の変化を把握し、これらの経営環境の変化が今後の事業運営に重要な影

響を及ぼすと認められる際は、経営戦略の改定を行います。

【参考】港湾整備事業会計全体（港湾整備事業・地域開発事業）での収支シミュレーション結果

791 603 637 576 650 642 742 742 735 739 744 82 120 138 204 162 
23 

207 196 170 239 255 

3,622 

834 
1,045 

1,240 
1,417 1,444 

1,788 
2,036 

2,298 
2,513 

2,870 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

営業収益（売上）と経常損益（利益）の推移（港湾整備事業会計全体）

営業収益 経常損益 資金残高

(百万円)



様式第2号（法適⽤企業・収益的収⽀） 地域開発事業　投資・財政計画（収支計画）

（単位︓千円，％）
年　　　　　　度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

区　　　　　　分 令和元年度
（決算）

令和2年度
（決算）

令和3年度
（決算）

令和4年度
（決算）

令和5年度
（決算）

令和6年度
（決算）

令和7年度
（予測） 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

１． (A) 269,036 317,669 137,298 176,141 130,505 158,478 124,176 222,767 222,767 222,767 222,767 222,767
(1) 146,279 135,441 137,298 132,608 130,505 127,968 124,176 124,176 124,176 124,176 124,176 124,176
(2) 122,757 182,228 - 43,533 - 30,510 - 98,591 98,591 98,591 98,591 98,591
(3) (B) - - - - - - - - - - - -
(4) - - - - - - - - - - - -
２． - 22 - - - - - - - - - -
(1) - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

(2) - - - - - - - - - - - -
(3) - 22 - - - - - - - - - -

(C) 269,036 317,691 137,298 176,141 130,505 158,478 124,176 222,767 222,767 222,767 222,767 222,767
１． 122,448 189,883 6,037 48,930 13,164 41,480 20,773 102,027 102,139 102,252 102,366 102,481
(1) - 6,550 5,218 5,508 5,785 6,139 9,323 6,195 6,252 6,309 6,367 6,425

- 3,114 2,992 3,083 3,212 3,449 4,547 3,481 3,513 3,545 3,578 3,611
- - - - - - - - - - - -
- 3,436 2,226 2,425 2,573 2,690 4,776 2,714 2,739 2,764 2,789 2,814

(2) 907 1,146 819 1,428 7,379 6,224 11,450 5,694 5,749 5,805 5,861 5,918
- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

907 1,146 819 1,428 7,379 6,224 11,450 5,694 5,749 5,805 5,861 5,918
(3) 121,541 182,187 - 41,994 - 29,117 - 90,138 90,138 90,138 90,138 90,138
(4) - - - - - - - - - - - -
２． 31,886 20,642 3,267 1,951 4,233 1,419 879 1,671 1,498 1,234 1,083 793
(1) 18,614 20,438 3,233 1,856 1,144 878 879 878 705 441 290 -

- - - - - - - - - - - -
(2) 13,272 204 34 95 3,089 541 - 793 793 793 793 793

(D) 154,334 210,525 9,304 50,881 17,397 42,899 21,652 103,698 103,637 103,486 103,449 103,274
(E) 114,702 107,166 127,994 125,260 113,108 115,579 102,524 119,069 119,130 119,281 119,318 119,493
(F) - - 42,801 - 17 - - - - - - -
(G) - - 17,517 - 24,260 - - - - - - -
(H) - - 25,284 - △ 24,243 - - - - - - -

114,702 107,166 153,278 125,260 88,865 115,579 102,524 119,069 119,130 119,281 119,318 119,493
(I) 557,033 664,199 1,828,477 1,904,137 564,802 508,981 611,505 730,574 849,705 968,986 1,088,305 1,207,798
(J) 5,343,654 5,449,816 2,562,019 2,591,925 2,682,434 2,764,088 2,866,612 2,909,581 2,825,112 2,867,593 2,841,912 2,961,405

- 142 200 216 104 81 145 145 145 145 145
3,165,564 3,453,772 566,117 637,817 728,310 839,193 941,740 1,074,783 1,080,452 1,213,071 1,277,528 1,487,159
1,651,991 1,469,803 1,469,803 1,427,809 1,427,809 1,398,692 1,398,692 1,308,554 1,218,416 1,128,278 1,038,140 948,002

526,099 526,099 526,099 526,099 526,099 526,099 526,099 526,099 526,099 526,099 526,099 526,099
(K) 1,618 3,185,964 95,866 33,312 34,520 595 76,695 204,195 77,395 145,595 595 595

1,566 3,185,480 95,400 32,800 - - 76,100 203,600 76,800 145,000 - -
- - - - - - - - - - - -

40 - 8 12 33,982 - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

( I )
(A)-(B)

(L) - - - - - - - - - - - -

(M) 269,036 317,669 137,298 176,141 130,505 158,478 124,176 222,767 222,767 222,767 222,767 222,767

- - - - - - - - - - - -

(N) - - - - - - - - - - - -

(O) - - - - - - - - - - - -

(P) - - - - - - - - - - - -

(Ｑ) 589,325 589,325 589,325 589,325 589,325 589,325 589,325 589,325 589,325 589,325 589,325 589,325

(R) 269,036 317,669 137,298 176,141 130,505 158,478 124,176 222,767 222,767 222,767 222,767 222,767

- - - - - - - - - - - -

収

益

的

収

⼊

営 業 収 益
料 ⾦ 収 ⼊
⼟ 地 等 売 却 収 益
受 託 ⼯ 事 収 益
そ の 他

そ の 他 補 助 ⾦
⻑ 期 前 受 ⾦ 戻 ⼊
そ の 他
収 ⼊ 計

収

益

的

⽀

出

営 業 費 ⽤
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

そ の 他

⼟ 地 等 売 却 原 価
減 価 償 却 費

営 業 外 費 ⽤
⽀ 払 利 息
う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

経 常 損 益 (C)-(D)
特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

⽀

営 業 外 収 益
補 助 ⾦

他 会 計 補 助 ⾦

⽀ 出 計

経 費
動 ⼒ 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

う ち 未 払 ⾦

当 年 度 純 利 益 （ ⼜ は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 ⾦ ⼜ は 累 積 ⽋ 損 ⾦
流 動 資 産

う ち 未 収 ⾦
う ち 現 ⾦ 預 ⾦
う ち 売 出 ⼟地 （簿 価）
うち未売出⼟地（簿価）

流 動 負 債
う ち 建 設 改 良 費 分
う ち ⼀ 時 借 ⼊ ⾦

う ち ⼟ 地 前 受 ⾦
累 積 ⽋ 損 ⾦ ⽐ 率 （ ×100 ） －

営 業 収 益 － 受 託 ⼯ 事 収 益 (A)-(B)

－ － －－ － － － －

地⽅財政法施⾏令第 15条第１項に よ り算定した
資 ⾦ の 不 ⾜ 額

－ － －

健 全 化 法 施 ⾏ 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模
健全化法第 22条に よ り 算定 し た
資 ⾦ 不 ⾜ ⽐ 率 (（N）/（R）×100)

地 ⽅ 財 政 法 に よ る
資 ⾦ 不 ⾜ の ⽐ 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 ⾏ 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 ⾦ の 不 ⾜ 額
健 全 化 法 施 ⾏ 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 ⾦ 不 ⾜ 額
健全化法施⾏令第３条第１項第２号ハに規定する
⼟ 地 評 価 差 額
健全化法施⾏規則第９条第３号Ｅにより算定した
未 売 出 ⼟ 地 収 ⼊ ⾒ 込 額



様式第2号（法適⽤企業・資本的収⽀） 地域開発事業　投資・財政計画（収支計画）

（単位︓千円）
年　　　　　度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

区　　　　　分 令和元年度
（決算）

令和2年度
（決算）

令和3年度
（決算）

令和4年度
（決算）

令和5年度
（決算）

令和6年度
（決算）

令和7年度
（予測） 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

１． 145,000 - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

２． - - - - - - - - - - - -
３． - - - - - - - - - - - -
４． - - - - - - - - - - - -
５． - - - - - - - - - - - -
６． - - 142,827 - - - - - - - - -
７． - - 1,596 - 436 - - - - - - -
８． - - - - - - - - - - - -
９． - - - - - - - - - - - -

(A) 145,000 - 144,423 - 436 - - - - - - -

(B) - - - - - - - - - - - -

(C) 145,000 - 144,423 - 436 - - - - - - -
１． 153,684 - - - 26,686 - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
145,035 - - - - - - - - - - -

6,675 - - - - - - - - - - -
1,974 - - - 26,686 - - - - - - -

２． 10,602 1,566 3,185,480 95,400 32,800 - - 76,100 203,600 76,800 145,000 -
- - - - - - - - - - - -

３． - - - - - - - - - - - -
４． - - - - - - - - - - - -
５． - - - - - - - - - - - -

(D) 164,286 1,566 3,185,480 95,400 59,486 - - 76,100 203,600 76,800 145,000 -

(E) 19,286 1,566 3,041,057 95,400 59,050 - - 76,100 203,600 76,800 145,000 -

１． 19,286 1,566 1,718,057 - 26,250 - - 76,100 203,600 76,800 145,000 -
２． - - 1,323,000 95,400 32,800 - - - - - - -
３． - - - - - - - - - - - -
４． - - - - - - - - - - - -

(F) 19,286 1,566 3,041,057 95,400 59,050 - - 76,100 203,600 76,800 145,000 -
- - - - - - - - - - - -

(G) - - - - - - - - - - - -
(H) 3,816,746 3,815,180 629,700 534,300 501,500 501,500 501,500 425,400 221,800 145,000 - -

○他会計繰⼊⾦ （単位︓千円）
年　　　　　度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

区　　　　　分 令和元年度
（決算）

令和2年度
（決算）

令和3年度
（決算）

令和4年度
（決算）

令和5年度
（決算）

令和6年度
（決算）

令和7年度
（予測） 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

資

本

的

収

⼊

企 業 債
う ち 資 本 費 平 準 化 債
他 会 計 出 資 ⾦
他 会 計 補 助 ⾦
他 会 計 負 担 ⾦
他 会 計 借 ⼊ ⾦
国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 ⾦
固 定 資 産 売 却 代 ⾦
⼯ 事 負 担 ⾦
そ の 他

計
(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる⽀出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

利 益 剰 余 ⾦ 処 分 額
繰 越 ⼯ 事 資 ⾦
そ の 他

計
補 塡 財 源 不 ⾜ 額 (E)-(F)

そ の 他
計

資本的収⼊額が資本的⽀出額に
不⾜する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 ⾦

資

本

的

⽀

出

建 設 改 良 費
⼟ 地 買 収 費 ・ 補 償 費
造 成 費
職 員 給 与 費
そ の 他
企 業 債 償 還 ⾦
う ち 資本費平準化債償還⾦
他 会 計 ⻑ 期 借 ⼊ 返 還 ⾦
他 会 計 へ の ⽀ 出 ⾦

資

本

的

収

⽀

う ち 基 準 内 繰 ⼊ ⾦
う ち 基 準 外 繰 ⼊ ⾦

合 計

う ち 基 準 内 繰 ⼊ ⾦

他 会 計 借 ⼊ ⾦ 残 ⾼
企 業 債 残 ⾼

収 益 的 収 ⽀ 分

う ち 基 準 外 繰 ⼊ ⾦
資 本 的 収 ⽀ 分



様式第2号（法適⽤企業・収益的収⽀） 港湾整備事業会計全体　投資・財政計画（収支計画）

（単位︓千円，％）
年　　　　　　度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

区　　　　　　分 令和元年度
（決算）

令和2年度
（決算）

令和3年度
（決算）

令和4年度
（決算）

令和5年度
（決算）

令和6年度
（決算）

令和7年度
（予測） 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

１． (A) 1,068,415 790,883 602,649 636,753 576,300 650,250 641,709 741,983 742,438 735,427 739,021 743,665
(1) 789,180 608,655 602,649 593,220 576,300 619,740 641,709 643,392 643,847 636,836 640,430 645,074
(2) 122,757 182,228 - 43,533 - 30,510 - 98,591 98,591 98,591 98,591 98,591
(3) (B) - - - - - - - - - - - -
(4) 156,478 - - - - - - - - - - -
２． 5,303 5,773 5,491 5,749 5,995 7,860 6,726 6,009 6,009 6,009 6,009 6,009
(1) - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

(2) - 124 - - - - - - - - - -
(3) 5,303 5,649 5,491 5,749 5,995 7,860 6,726 6,009 6,009 6,009 6,009 6,009

(C) 1,073,718 796,656 608,140 642,502 582,295 658,110 648,435 747,992 748,447 741,436 745,030 749,674
１． 901,527 680,207 470,894 493,543 367,900 487,842 608,879 523,431 531,255 540,986 473,106 460,640
(1) 20,538 29,511 27,503 28,761 31,271 32,428 48,941 32,725 33,026 33,329 33,635 33,943

10,248 13,822 13,529 13,613 14,837 15,341 21,894 15,482 15,624 15,767 15,912 16,058
- - - - - - - - - - - -

10,290 15,689 13,974 15,148 16,434 17,087 27,047 17,243 17,402 17,562 17,723 17,885
(2) 455,817 163,778 159,710 140,418 140,621 227,969 337,502 177,554 179,089 226,095 182,206 183,788

3,969 3,991 4,418 4,787 4,282 4,908 6,661 4,672 4,719 4,766 4,814 4,862
9,368 9,991 2,009 26,845 720 2,082 26,453 8,691 8,778 8,866 8,955 9,045

23,540 21,505 20,552 21,387 21,411 21,621 25,103 23,893 23,893 23,893 23,893 23,893
418,940 128,291 132,731 87,399 114,208 199,358 279,285 140,298 141,699 188,570 144,544 145,988

(3) 121,541 182,187 - 41,994 - 29,117 - 90,138 90,138 90,138 90,138 90,138
(4) 303,631 304,731 283,681 282,370 196,008 198,328 222,436 223,014 229,002 191,424 167,127 152,771
２． 55,339 34,659 17,176 10,636 10,646 7,811 16,848 17,834 20,978 30,316 32,541 34,389
(1) 36,727 34,455 14,314 10,524 7,557 7,270 15,795 16,472 19,616 28,954 31,179 33,027

- - - - - - - - - - - -
(2) 18,612 204 2,862 112 3,089 541 1,053 1,362 1,362 1,362 1,362 1,362

(D) 956,866 714,866 488,070 504,179 378,546 495,653 625,727 541,265 552,233 571,302 505,647 495,029
(E) 116,852 81,790 120,070 138,323 203,749 162,457 22,708 206,728 196,215 170,135 239,384 254,646
(F) - - 42,801 - 17 - - - - - - -
(G) - - 17,517 - 24,260 - - - - - - -
(H) - - 25,284 - △ 24,243 - - - - - - -

116,852 81,790 145,354 138,323 179,506 162,457 22,708 206,728 196,215 170,135 239,384 254,646
(I) 230,409 312,199 1,468,553 1,557,276 308,582 196,639 219,347 426,075 622,290 792,424 1,031,808 1,286,454
(J) 5,412,402 5,636,683 2,845,958 3,016,342 3,232,285 3,434,176 3,464,162 3,718,753 3,876,397 4,047,514 4,172,607 4,439,836

100,105 18,722 15,779 17,407 38,340 51,745 54,427 54,668 54,716 53,980 54,357 54,845
3,134,207 3,622,059 834,277 1,045,027 1,240,037 1,416,540 1,443,844 1,788,332 2,036,066 2,298,057 2,512,911 2,869,790
1,651,991 1,469,803 1,469,803 1,427,809 1,427,809 1,398,692 1,398,692 1,308,554 1,218,416 1,128,278 1,038,140 948,002

526,099 526,099 526,099 526,099 526,099 526,099 526,099 526,099 526,099 526,099 526,099 526,099
(K) 201,791 3,389,663 269,042 215,439 204,264 126,779 218,946 334,585 239,241 325,267 184,219 200,942

185,043 3,350,382 243,867 177,398 116,763 97,904 178,034 310,790 215,270 296,467 159,890 176,431
- - - - - - - - - - - -

14,055 36,516 22,196 34,806 84,233 25,380 37,417 20,300 20,476 25,305 20,834 21,016
- - - - - - - - - - - -

( I )
(A)-(B)

(L) - - - - - - - - - - - -

(M) 1,068,415 790,883 602,649 636,753 576,300 650,250 641,709 741,983 742,438 735,427 739,021 743,665

- - - - - - - - - - - -

(N) - - - - - - - - - - - -

(O) - - - - - - - - - - - -

(P) - - - - - - - - - - - -

(Ｑ) 589,325 589,325 589,325 589,325 589,325 589,325 589,325 589,325 589,325 589,325 589,325 589,325

(R) 1,068,415 790,883 602,649 636,753 576,300 650,250 641,709 741,983 742,438 735,427 739,021 743,665

- - - - - - - - - - - -

収

益

的

収

⼊

営 業 収 益
料 ⾦ 収 ⼊
⼟ 地 等 売 却 収 益
受 託 ⼯ 事 収 益
そ の 他

そ の 他 補 助 ⾦
⻑ 期 前 受 ⾦ 戻 ⼊
そ の 他
収 ⼊ 計

収

益

的

⽀

出

営 業 費 ⽤
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

そ の 他

⼟ 地 等 売 却 原 価
減 価 償 却 費

営 業 外 費 ⽤
⽀ 払 利 息
う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

経 常 損 益 (C)-(D)
特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

⽀

営 業 外 収 益
補 助 ⾦

他 会 計 補 助 ⾦

⽀ 出 計

経 費
動 ⼒ 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

う ち 未 払 ⾦

当 年 度 純 利 益 （ ⼜ は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 ⾦ ⼜ は 累 積 ⽋ 損 ⾦
流 動 資 産

う ち 未 収 ⾦
う ち 現 ⾦ 預 ⾦
う ち 売 出 ⼟地 （簿 価）
うち未売出⼟地（簿価）

流 動 負 債
う ち 建 設 改 良 費 分
う ち ⼀ 時 借 ⼊ ⾦

う ち ⼟ 地 前 受 ⾦
累 積 ⽋ 損 ⾦ ⽐ 率 （ ×100 ） －

営 業 収 益 － 受 託 ⼯ 事 収 益 (A)-(B)

－ － －－ － － － －

地⽅財政法施⾏令第 15条第１項に よ り算定した
資 ⾦ の 不 ⾜ 額

－ － －

健 全 化 法 施 ⾏ 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模
健全化法第 22条に よ り 算定 し た
資 ⾦ 不 ⾜ ⽐ 率 (（N）/（R）×100)

地 ⽅ 財 政 法 に よ る
資 ⾦ 不 ⾜ の ⽐ 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 ⾏ 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 ⾦ の 不 ⾜ 額
健 全 化 法 施 ⾏ 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 ⾦ 不 ⾜ 額
健全化法施⾏令第３条第１項第２号ハに規定する
⼟ 地 評 価 差 額
健全化法施⾏規則第９条第３号Ｅにより算定した
未 売 出 ⼟ 地 収 ⼊ ⾒ 込 額



様式第2号（法適⽤企業・資本的収⽀） 港湾整備事業会計全体　投資・財政計画（収支計画）

（単位︓千円）
年　　　　　度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

区　　　　　分 令和元年度
（決算）

令和2年度
（決算）

令和3年度
（決算）

令和4年度
（決算）

令和5年度
（決算）

令和6年度
（決算）

令和7年度
（予測） 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

１． 145,000 - - - 300,100 345,600 293,000 220,000 484,000 220,000 220,000 220,000
- - - - - - - - - - - -

２． - - - - - - - - - - - -
３． - - - - - - - - - - - -
４． - - - - - - - - - - - -
５． - - - - - - - - - - - -
６． - - 142,827 - - - - - - - - -
７． - - 1,596 - 436 - - - - - - -
８． - - - - - - - - - - - -
９． - - - - - - - - - - - -

(A) 145,000 - 144,423 - 300,536 345,600 293,000 220,000 484,000 220,000 220,000 220,000

(B) - - - - - - - - - - - -

(C) 145,000 - 144,423 - 300,536 345,600 293,000 220,000 484,000 220,000 220,000 220,000
１． 682,163 21,259 392,087 366,736 464,520 220,000 485,055 220,000 220,528 220,528

- - - - - - - - - - - -
145,035 - - - - - - - - - - -

6,675 - - - - - - - - - - -
530,453 - - 21,259 392,087 366,736 464,520 220,000 485,055 220,000 220,528 220,528

２． 301,909 185,043 3,350,382 243,867 177,398 115,048 97,904 178,034 310,790 215,270 296,467 159,890
- - - - - - - - - - - -

３． - - - - - - - - - - - -
４． - - - - - - - - - - - -
５． - - - - - - - - - - - -

(D) 984,072 185,043 3,350,382 265,126 569,485 481,784 562,424 398,034 795,845 435,270 516,995 380,418

(E) 839,072 185,043 3,205,959 265,126 268,949 136,184 269,424 178,034 311,845 215,270 296,995 160,418

１． 797,985 185,043 1,882,959 167,793 202,931 102,844 227,195 158,034 267,749 195,270 276,947 140,370
２． - - 1,323,000 95,400 32,800 - - - - - - -
３． - - - - - - - - - - - -
４． 41,087 - - 1,933 33,218 33,340 42,229 20,000 44,096 20,000 20,048 20,048

(F) 839,072 185,043 3,205,959 265,126 268,949 136,184 269,424 178,034 311,845 215,270 296,995 160,418
- - - - - - - - - - - -

(G) - - - - - - - - - - - -
(H) 4,748,314 4,563,271 1,212,889 969,022 1,091,724 1,322,276 1,517,372 1,559,338 1,732,548 1,737,278 1,660,811 1,720,921

○他会計繰⼊⾦ （単位︓千円）
年　　　　　度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

区　　　　　分 令和元年度
（決算）

令和2年度
（決算）

令和3年度
（決算）

令和4年度
（決算）

令和5年度
（決算）

令和6年度
（決算）

令和7年度
（予測） 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

⼯ 事 負 担 ⾦
そ の 他

計
(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる⽀出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

⽀

出

建 設 改 良 費
⼟ 地 買 収 費 ・ 補 償 費
造 成 費
職 員 給 与 費
そ の 他
企 業 債 償 還 ⾦
う ち 資本費平準化債償還⾦
他 会 計 ⻑ 期 借 ⼊ 返 還 ⾦
他 会 計 へ の ⽀ 出 ⾦

損 益 勘 定 留 保 資 ⾦
利 益 剰 余 ⾦ 処 分 額
繰 越 ⼯ 事 資 ⾦
そ の 他

計
補 塡 財 源 不 ⾜ 額 (E)-(F)

資

本

的

収

⽀

資

本

的

収

⼊

企 業 債
う ち 資 本 費 平 準 化 債
他 会 計 出 資 ⾦
他 会 計 補 助 ⾦
他 会 計 負 担 ⾦
他 会 計 借 ⼊ ⾦
国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 ⾦
固 定 資 産 売 却 代 ⾦

そ の 他
計

資本的収⼊額が資本的⽀出額に
不⾜する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

他 会 計 借 ⼊ ⾦ 残 ⾼
企 業 債 残 ⾼

収 益 的 収 ⽀ 分

う ち 基 準 外 繰 ⼊ ⾦
資 本 的 収 ⽀ 分

う ち 基 準 内 繰 ⼊ ⾦
う ち 基 準 外 繰 ⼊ ⾦

合 計

う ち 基 準 内 繰 ⼊ ⾦


